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日系２社、発電所に納入

再生可能エネルギー事業を手掛ける省電舎（東京都港区）とワールドワン（群馬県邑楽郡）は27日、年内にもイ
ンドネシアでバイオマス資源の加工工場を稼働させると発表した。海外で資源の生産・販売を手掛けるのは初め
て。搾油した後のパームヤシ殻（ＰＫＳ）を独自の技術で炭化加工。将来的には複数工場を運営し、国内外の発
電所に向けた生産拠点とする。

　工場は、ＰＫＳが豊富で港湾に近いリアウ州ドゥマイ
に建設する。加工能力は月産１万トン。投資額は２億～
５億円を見込む。第２、第３工場の建設も検討している。
　ＰＫＳを炭化した商品を生産する。日本で培った技術
を活用することで、バイオ燃料において石炭と同水準の
発熱量を実現できるという。具体的には、加工しないＰ
ＫＳの発熱量は１キログラム当たり 4,000 キロカロリ
ーほどだが、炭化により 6,000 キロカロリー以上に引き
上げる。
　バイオ燃料は発電所が求める採算価格での提供が困
難なため普及が遅れている。付加価値をつけることでイ
ンドネシア国内や、日本を含むアジアに出荷する考え
だ。
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　省電舎の中村俊社長は「日本の発電所への燃料の供給
先として、インドネシアを選んだ」と述べた。ベトナム
やマレーシアなどを巡ったが、良質なＰＫＳの入手が容
易なインドネシアが最適と判断したと付け加えた。
　日本で手掛けるバイオマス発電事業では、今後は自社
保有の発電所を建設すると説明。バイオ資源を他の発電
所に納入するほか、二酸化炭素（ＣＯ２）の排出制限で
休止を余儀なくされている一部の石炭火力発電所での
利用も促す意向も示した。
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　炭化したバイオマス資源は、製鉄所などにも供給する
考え。製鉄所では、硫黄分を多く含んだ石炭を利用する
よりもバイオ燃料を用いた方が良質な鉄が製造できる
ため、付加価値の付いた商品として高い価格での販売を
見込む。国営製鉄クラカタウ・スチールには既に実験段
階の商品を納めており、好評だったという。
　工場では、活性炭化することで、さらに付加価値を高
めた製品も生産する予定。活性炭フィルターなど幅広い
用途が見込めるため、需要が大きいとみている。再生可
能エネルギーの普及に向け、莫大な農産資源を掘り起こ
す計画だ。
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　省電舎とワールドワンの現地法人ワールドワン・イン
ドネシアは、バイオマス資源の加工事業の開始に向けて
第２四半期（４～６月）にジャカルタで、合弁会社ＳＷ
Ｉバイオマス・エネルギンドを設立する。資本金や出資
比率などの詳細はこれから詰める。
　ワールドワン・インドネシアの吉田直記社長は「ワー
ルドワンがインドネシア拠点を法人化したのは今年だ
が、ＰＫＳ事業のノウハウは 10 年以上蓄積してきた」
と強調。ココナツ殻など別のバイオマス資源の利用も進
める意向を明らかにした。
　インドネシア政府は、資源の輸出を規制し、現地で加
工して付加価値商品を出荷できるよう産業構造の改革
を進めている。今年１月からは未加工鉱石の禁輸政策を
断行した。
　国営農園プルクブナン・ヌサンタラ（ＰＴＰＮ）グル
ープの関係者は「未加工製品の輸出を規制する動きは鉱
業だけでなく農産物でも進んでいる」と指摘。省電舎と
ワールドワンが率先してバイオマス加工を手掛ける姿
勢を評価した。
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　国家開発企画庁（バペナス）は、
来年に発足予定の東南アジア諸国連
合（ＡＳＥＡＮ）共同体（ＡＥＣ）
で優先統合分野に指定された 12 セ
クターのうち、インドネシア企業に
競争力があるのは観光分野のみとの
認識を示した。業界団体に対し、競
争力向上に向けた協力を呼び掛けて
いる。27 日付ビスニス・インドネシ
アが伝えた。

　ラフマ次官（貧困・労働・中小事
業担当）は、複数のセクターで準備
態勢が整いつつあるとした上で、「最
も準備が整っているのは観光分野
だ」と述べた。ホテル・レストラン
協会（ＰＨＲＩ）の協力で、業界の
競争力強化に向けた基準の策定を実
施したことが奏功したと説明した。
　企業が求められる競争力について
最も熟知しているのは関連業界団体

であるとも指摘。支援することが不
可欠と強調した。
　ＡＥＣのブループリント（青写真）
に盛り込まれた優先統合セクターは
観光のほか、農業関連製品、航空輸
送、自動車、電子政府（Ｅ－ＡＳＥＡ
Ｎ）、電子機器、漁業、保健、ゴム関
連製品、繊維・アパレル、木材関連
製品、物流サービスとなっている。
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